市議会だより原稿用紙　　（日本共産党）　（石井通春）
↓ここから記入してください。　
標題１：河川の草刈りは行政の責任の下で
（問）4月市議選の公約から2点質問する。大石前議員の尽力により、自治会町内会への草刈り交付金が900万から2000万に増額されたが。重労働の草刈りを実施するのは住民に変わりがない。交付金で草刈り業者に発注出来る事を周知しているか。
（答）草刈りを委託する事が可能であることを紹介していく。

（問）そもそも高齢化などで草刈りを実施できない場所もある。交付金の増額では解決できない。行政の責任で実施をすべき。

（答）実施困難な場所は、市による実施に切り替える事が可能であることも併せて周知する。

（問）ある町内会の回覧文書では、草刈りを「全世帯参加」と前置きし、各組ごとに担当場所を振り分けて朝礼を行い組長リードの元で実施するとある。事実上の強制であり、必ずしも参加できる人ばかりではない。

（答）自治会、町内会と河川管理者である市、県で立ち上げた「藤枝市河川環境保全対策協議会」で、若い人など、新たな組織による実施なども併せて協議をする。

標題２：藤枝市に「児童館」を

（問）選挙期間中、高洲南小学校区で行った児童館建設を求める署名には短期間ながら606筆の賛同を頂いた。名古屋から自然を求めて藤枝に来たが、かえって遊び場が少なくて驚いたという若い母親の声なども伺った。児童館は、小学生が親の同伴なく子どもだけで過ごせる「居場所」であり、島田や焼津にありながら子育てを標榜する本市にまだ存在しない。学童保育は、ここ2年70名以上の待機児が発生しているが、その解消にも有効なはずであり、公民館機能との併設も可能など児童福祉法における制度も柔軟である。

（答）署名やスマイルホールなど小学生の利用の増加傾向などからニーズがある事を認識している。児童館機能を有する施設の必要性が高まっており、併設する地区交流センターの図書室や会議室等の有効活用など、本市独自の児童館機能の整備を検討していく。

